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近年活用が進められつつある携帯電話位置情報ビックデータは，膨大な人数の長期間の位置情報を高頻度で
取得・蓄積したものであり，これまで不可能であった視点からの交通行動分析を可能にすることが期待される．
本研究では，これまで困難であった「長距離旅行行動の時間（季節）変動パターン」という視点に着目し，そ
の変動パターンを多時点OD表から抽出する方法を検討・提案する．具体的には，都市間旅行OD表情報を複
数の解釈しやすい変数に分解したうえで，季節変動モデルを用いて周期的な時間変動パターンを抽出する方法
を提案し，モバイル空間統計から作成された居住地-旅行先分布表に適用を行った．その結果，915日分の OD
表データの時間的周期変動を分解することで，我が国の特徴的な季節変動の存在を明らかにし，かつその変動
を旅行先選択モデルのパラメータの周期変動として説明できることを示した．
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1. はじめに

都道府県をまたぐような長距離旅行行動の調査につ

いては，行動が各個人にとって低頻度かつ，その旅行

頻度の個人差が大きいといった特徴から，全容の把握

が困難であることが指摘されてきた 1)．そのため，我

が国全体の都道府県間流動を把握するために実施され

てきた全国幹線旅客純流動調査は，旅行者を対象とし

た非常に大規模な調査となり，5年おきの秋期の平休日

1日ずつの情報しか得ることができない．さらに，拡大

面における課題から，バイアスが存在しうるという課

題も報告されている 2)．一方で，携帯電話位置情報を

はじめとするパッシブ型の位置情報ビックデータは，大

量のサンプル（携帯電話ユーザ）の位置情報を，広範囲

かつ高頻度で取得した信頼性の高いデータであり，国

レベルでの長距離旅行の実態を俯瞰的かつ高頻度に把

握することが可能である．すでに，Ahas et al. (2007,

2008)3) 4) や室井ら (2015) 5), Janzen et al.(2016) 6)を

はじめとして，観光旅行・長距離旅行の行動分析に活

用され始めている．

これまでの研究では，従来調査を代替に向けた方法

論が主に検討されてきた．これらは，携帯電話位置情

報の「空間範囲の広さと空間解像度の高さ」に着目し

て，旅行目的などの情報を付与しながら 6) 7)，従来型

の長距離旅行分析・需要予測に必要なデータを取得しよ

うとするものである．我が国においても，パーソント

リップ調査と対応するデータを抽出する方法 8) などの

検討が進められている．一方で，携帯電話位置情報の

特徴として，面的な移動情報を高頻度に取得している

という，「時間的に高い解像度」という特徴がある．全

国幹線旅客純流動調査などの従来調査では，コスト面

から調査頻度を上げることは非常に困難であったため，

都道府県間 OD表のような面的な移動情報の時系列変

化を理解し，予測に適用するようなアプローチはほと

んど検討されてこなかった．

そこで，本研究では，「長距離旅行行動の時間（季節）

変動パターン」という視点に着目し，その変動パター

ンを多時点OD表から抽出する方法を検討・提案する．

具体的には，都市間旅行 OD表情報を目的地価値と一

般化交通費用という 2種類のパターンの効果に分解し

たうえで，その時系列変化を状態空間モデルを用いて

周期的な変動と，カレンダーによる連休効果，レベル

効果などの複数の時系列推移に分解する方法を提案し

た．このような 2段階の分解を実施することによって，

様々な変動情報を含む都市間旅行 OD表の時系列推移

を，空間的・時間的な変動のパターンに応じて理解す

ることができる．その上で，提案した方法を 2014年 3

月から 2017年 8月までのモバイル空間統計の居住地-

滞在地分布表の日変動分析に適用し，本研究で提案す

る方法の妥当性と本方法から得られる我が国の主要な

変動を確認した．

本稿の構成は，以下のとおりである．まず 2.では，
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本論文で用いるモバイル空間統計による多時点の居住

地-滞在地表データについて説明する．3.では，ある一

時点の OD表の情報を「目的地価値」と「一般化交通

費用」という 2種類の指標に分解する方法を述べたう

えで，その妥当性と静的な特徴を確認する．そして，4.

で各指標の時間変動パターンを，状態空間モデルを用

いて複数の時間変動に分解する方法と，実際にわが国

の都市間流動に適用した結果を示す．5.は本論文の結

論である．

2. モバイル空間統計による多時点の居住地-

滞在地表データ

本稿では，携帯電話運用情報を用いた人口分布の統

計である，モバイル空間統計 9) による居住地-滞在地

表データを用いる．このデータは，NTTドコモが提供

している 7千万台もの携帯電話の運用データから作成

されたものであり，おおよそ 1時間ごとの頻度で日本

全体の人口分布を把握することが可能な集計データで

ある．

その運用データに含まれる滞在地情報と居住地情報

を用いて作成される，以下のような 915日分の都道府

県間居住地-滞在地表を対象に分析を行う：

Qd,t =


q1,1,d,t · · · q1,j,d,t · · ·

...
. . .

qi,1,d,t qi,j,d,t
...

. . .

 ,

∀(d ∈ D, t ∈ T )

(1)

ここで，d は日付，t は時間を示しており，D =

[2014.3.1, · · · , 2016.8.31]，T = [0, 1, · · · , 23]である．ま
た，i, jはそれぞれ居住地，滞在地を示しており，これ

らはゾーンには全国幹線旅客純流動調査と同じ（都道

府県単位としつつ，北海道のみ 4ゾーンに分割した）50

ゾーンで集計している．そして，qi,j,d,tが，d日の t時

間に，居住地が iの人の中でゾーン j に滞在している

人数を，携帯電話運用データから推計したものである．

このデータを用いて我が国の都道府県間 OD表（居住

地-滞在地分布表）の時間変動パターンを分析してゆく．

3. 都道府県間OD表の情報分解

(1) OD表情報の旅行先価値と一般化移動費用への分

解方法

各時点間のOD表の差異を理解しやすくするために，

OD表を以下のように二種類の行列に分解する．

Bd,t = Vd,t −Cd,t +Ed,t, ∀(d ∈ D, t ∈ T ) (2)

まず，Bd,t は居住地別の都道府県 j での滞在人数

qi,j,d,t と非外出人数との比の対数値行列である．

bi,j,d,t = ln (qi,j,d,t/qi,i,d,t))

∀(d ∈ D, t ∈ T )
(3)

このうち，Cd,t 行列の各成分 ci,j,d,tは，以下式を満

たすとする：

ci,j,d,t = cj,i,d,t ∀(i ∈ Z, j ∈ Z) (4)

ci,i,d,t = 0 ∀i ∈ Z (5)

つまり，Cd,t は対角成分がすべてゼロの対称行列であ

る．これは，距離行列と同様の性質であり，各旅行者が

認識するすべての距離抵抗を含むものであることから，

以降ではCd,t を「一般化交通費用」とよぶ．

つぎに，Vd,t 行列の各成分 vi,j,d,t は，以下式を満た

すとする

vi,j,d,t = vi,k,d,t ∀(i ∈ Z, j ∈ Z, k ∈ Z) (6)

vi,Tokyo,d,t = 0 ∀i ∈ Z (7)

式 (6)から，Vd,tは目的地ごとの共通項であることがわ

かる．本稿では，この成分を「目的地価値」とよぶ．

一般化交通費用Cd,tと目的地価値Vd,tは，式 (4)-(7)

を制約条件とする以下の残差二乗和最小化によって算

出する：

{Cd,t,Vd,t} = argmin

∑
i

∑
j

ϵ2i,j,d,t


∀(d ∈ D, t ∈ T )

(8)

なお，この問題においては，式 (7)のようにVd,tとCd,t

に含まれる変数のうち一つ以上の値を固定すると，そ

れぞれの行列は一意に定まる．

これらの一般化交通費用と目的地価値の和は，目的

地選択多項ロジットモデルの確定効用と解釈すること

ができる．居住地 iの人の旅行先選択確率 pi(j)が，式

(9)のような多項ロジットモデルで書けるとする:

pi(j) =
exp(Vi,j)∑
j∈Z exp(Vi,j)

. (9)

すると，式 (2), (3), (9)から以下式が成り立つ：

vi,j,d,t − ci,j,d,t + ϵi,j,d,t = ln

(
qi,j,d,t
qi,i,d,t

)
= Vi,j − Vi,i.

(10)

つまり，目的地価値 vi,j,d,tと一般化費用 ci,j,d,tの差が，

jに旅行する効用と iにそのままとどまった場合に得ら

れる効用の差に一致するという性質を持つ．

(2) 全時点合算OD表の分解結果

a) 全時点合算OD表

本節では，式 (11)の全合算したデータを用いて，式

(2) の OD 表分解の妥当性を確認しつつ，都道府県間

2
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(a) 観測 Ball
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図–1 OD表の再現性確認

OD表の静的な特徴を確認する．

Qall =
∑
d∈D

∑
t∈T

Qd,t (11)

b) 観測結果と推定結果の差異

まず，式 (2)の妥当性を確認するために，観測のBall

と，Vall −Call とを比較する．

図–1 (a) を見ると，観測OD表の以下の 3つの特徴

が確認できる：1) 式 (3)の定義通り，対角成分はすべ

てゼロである，2) 対角成分に近い成分ほど値が大きく

（目的地として選択されやすく），対角成分から遠い成

分ほど値が小さい（目的地として選択されにくい），3)

東京と大阪を目的地とする成分に限っては，立地にか

かわらず，ほぼすべての居住地において大きい値をと

る（目的地として選択されやすい）．この図では，都道

府県コードの順にゾーンを並べており，おおむね隣接

するゾーンは空間的にも近接している関係にある．そ

のため，この図から読み取れる特徴は，多くの旅行者

が近隣のゾーンを目的地として選択すること，我が国

の主要な機能が集中する東京・大阪については，空間

的な距離に関係なく多くの旅行者の目的地となってい

ることを示している．

そして，図–1の (a)と (b)を比較すると，ほとんど

一致していることが確認できる．さらに，決定係数は

R2 = 0.995であることからも，同様のことがいえる．
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図–2 全時点合算 OD表の残差行列 Eall

これらから，推定した一般化交通費用Callと目的地価

値 Vallの 2成分で，都道府県間OD表Ballの特徴をほ

とんど説明できていることがわかる．

つぎに，残差行列Eallを見ていこう．全時点合算OD

表の分解から得られた残差行列を確認すると，以下の

性質を満たすことが確認される：

Eall +ET
all ≈ 0, (12)∑

i ϵi,j,all ≈ 0, (13)∑
j ϵi,j,all ≈ 0. (14)

これらは，OD表の対称成分の情報（一般化交通費用）

と，行-列間での誘引力の差異（目的地価値）がそれぞ

れ適切に各成分に推計されていることを示している．そ

して，図–2に示される残りの残差は，「空間的に不均一

な，非対称成分」に相当する．これらの差異は，時間

価値などの感度や目的地価値が居住地ゾーンごとに異

なることを示唆しているが，その影響は OD表全体の

中では十分に小さく，本稿では無視して考える．

c) 目的地価値の推定結果

目的地価値Vallの推定結果を，図–3から見ていこう．

まず，東京都ゾーンの目的地価値は，式 (7)の条件によ

りゼロである, そして，各ゾーンの目的地価値は人口の

対数値に強く相関していることが確認でき，おおむね

目的地価値は都市規模に応じて決定していることがわ

かる．このうち，東京・大阪・道央・沖縄などは，回帰

直線よりも上に位置している（目的地価値が高い）．こ

のような都市では，式 (10)の定義から，都市機能や観

光の魅力度の面で高い価値があり，人口規模以上に旅

行者を誘引する力が強いことを示している．

d) 一般化交通費用の推定結果

つぎに，一般化交通費用の推定結果を，図–4から見

ていこう．まず，対角成分は式 (5)の条件によりすべて

ゼロである．そして，その対角成分から遠ざかるほど，

一般化交通費用が大きくなる傾向にある．図–4では，

各ゾーンは図–1と同様に都道府県コードの順番（おお

3
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図–3 全時点合算 OD表による推定目的地価値と人口規模の
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図–4 全時点合算 OD表による推定一般化交通費用

むね，北東から南西の順）に並べられており，実際の

直線距離に近い関係にあるといえる．

一方で，東京発（着）のゾーンペアを見ると，遠方

にあるようなゾーンであっても，比較的小さな値をと

ることがわかる．これは，東京からほぼすべての地域

に対して利便性の高い交通機関が整備されていること

を示しており，とくに羽田空港のネットワークが強く

影響しているものと推察できる．

(3) 昼間 13時OD表の分解結果（日推移）

ここから，本稿の主眼である，OD表の時間推移を見

ていこう．ここでは，特に昼間 13時のOD表Qd,PM13

の日推移を，式 (2)の分解アプローチを用いて分析して

いく．

図–5は，OD表を式 (2)で分解した際の決定係数の

日推移を示したものである．この図から，多少の変動

はあるものの決定係数は，おおよそ 98%であることが

わかる．つまり，残差の部分は 2%程度であり，OD表

における大半のばらつきとその時間推移は，推定され

た一般化交通費用と目的地価値の差異で説明できるこ

とを示している．

図–5は，目的地価値の時間推移を示したものである．

式 (7)の設定上，東京ゾーンの目的地価値はつねにゼロ

で一定であり，そのほかのゾーンでは東京を基準とし

た相対値が推計されている．図–5の大阪ゾーンと石川

ゾーンの推計結果を見ると，それぞれ日ごとに大きく変

動していることが確認できる．これらの変動には，ゴー

ルデンウィーク（5月初旬）やお盆期間（8月中旬），年

末年始（1月 1日付近）に，大阪・石川において目的地

価値が大きくなるという 1年周期の大きな変動と，よ

り短周期かつ小さい振れ幅の変動などが含まれること

が読み取れる．

次の節では，この時間変動を週・年周期の変動など

複数の時系列変動に分解することを通じて，OD表の時

間変動をより詳細に理解してゆく．

4. 時間変動パターンの分解

(1) 状態空間モデルによる時間変動分解

本稿では，式 (2)から導出された目的地価値と一般

化交通費用の日変動を，状態空間モデル 11)を用いて分

解していく．具体的には，各値の時間変動を，水準効

果・週周期効果・年周期効果・連休効果の 4種類に分解

する．

まず，目的地価値と一般化交通費用の OD表の各特

徴量 ydは，以下のような観測方程式から得られるもの

と考える：

yi,d = αlevel,i,d + αweek,i,d

+ αyear,i,d + αholiday,i,d + ϵobs,i,d
(15)

yd =[v1,d,PM13, v2,d,PM13, · · · ,

c1,2,d,PM13, c1,3,d,PM13, · · · ]
(16)

右辺のうち，αlevel,i,dは水準効果，αweek,i,dは週周期効

果，αyear,i,dは年周期効果，αholiday,i,dは連休効果を示

す状態変数である．ϵobs,i,d は観測誤差であり，以下の

平均 0分散 2の正規分布に従うものとする．

ϵobs,d ∼ Gaussian(0, 2) (17)

各状態変数の時間遷移は，以下のように表現される

とする：

αlevel,i,d = αlevel,i,d−1 + ϵlevel,i,d (18)

αweek,i,d = αweek,i,d−7 (19)

(20)

αyear,i,d =∑
k∈[1,...,20]

(
ck,i,d cos(ωk) + c∗k,i,d sin(ωk)

) (21)

4
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図–5 分解時・決定係数の時間推移
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図–6 推定目的地価値の時間推移

ωk = 2πk
365 (22)

αholiday,i,d = αholiday.date + ϵholiday,i,d (23)

まず，αlevel,i,dは一日前の状態値からランダム ϵlevel,i,d

に遷移する成分（レベル効果）であり，αweek,i,dは 7日

周期（1週間周期）の周期変動，αyear,i,dは 365日周期

（1年周期）の 20個の三角関数を組み合わせた周期変

動，αyear,i,dは祝日により 3連休以上となる休みに割り

当てた休み固有の効果（365日周期の効果）にさらにラ

ンダム成分 ϵholiday,i,d を付与したものである．このう

ち，週周期と年周期の効果は，全期間を通じて共通の

固定的な効果である．一方で，式 (18)と式 (23)にはそ

れぞれランダム効果が付与されており，この二つの部

分が周期変動以外で変化する部分としている．

これらの周期成分以外の時間変化には，実際のラン

ダムウォーク的な変動に加えて，曜日による連休の長

さの大小や，新幹線整備効果などの交通条件の変化，災

害による影響なども含まれる．本稿においては，周期

成分以外の時間変化は，下記のような正規分布に従う

と仮定して，カルマンフィルタによるフィルタリング・

平滑化によって，各状態効果 αを推定した．(
ϵlevel,d

ϵholiday,d

)
∼ Gaussian

([
0

0

]
,

[
1 0

0 1

])
(24)

なお，本来であれば式 (17)の観測誤差の分散も含めて，

ランダム項の分散などは最尤推定法などにより推定す

ることが望ましい．しかし，本稿で示す結果は，暫定的

に，観測誤差が比較的大きく連休の分散とレベル効果

の分散が同一であると仮定して導出されたものである．

また，そのほかにも長尾ら (2012)12)のように，レベル

効果において変動が常に正規分布ではなく，北陸新幹

線開業時などの大きなイベントがある際にはコーシー

分布などの不連続な大きな変化を許容するような分布

が適切である可能性が高い．これらの部分については，

検討・分析を行った結果を発表会にて示す予定である．

図–7は，東京-石川間の一般化交通費用 c東京-石川,dに，

上述の状態空間モデルを適用して各効果による変動を

導出した結果である．まず，各効果の中でも年周期の

効果と連休による効果が特に振れ幅が大きいことがわ

かる．このうち，年周期効果は，春（4月前後と）と秋

（9月前後）に小さい値をとるような，滑らかな変動が

相当する．このような季節においては，一般化交通費

用が小さく人々が東京-石川を移動するときに感じる抵

抗が小さいことを示している．その他に，ゴールデン

ウィーク（5月）や年末年始（1月）などをはじめとす

るいくつかの連休において鋭い短期的な減少が見られ，

これが式 (23)の連休効果に相当し，同様に東京-石川間

を移動しやすい状態であることを示している．つぎに，

週周期の変動においては，平日と比較して，土日に一

般化交通費用が小さいという変動が見られる．
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図–7 東京石川間の一般化距離の時間分解結果

そして，レベル効果の時系列変化を見ると，北陸新

幹線が開業したタイミングに一般化交通費用が大きく

減少したことが確認できる．次の節では，このレベル

効果の時系列変化推定結果を，他の一般化交通費用と

目的地価値も併せて確認していく．

(2) レベル効果推移の推定結果

図–8 ,図–9から，式 (18)で表現されるレベル効果の

時間推移を見ていこう．図–8は東京を起点とする一般

化交通費用の日推移を，図–9はすべてのゾーンの目的

地価値の日推移を，それぞれ 915日分示したものであ

る．なお，各指標間での大小関係を除去して日変化だ

けを図に表すために，下記のように最初 100日の平均

値からの差分 y∗level,i,d,t を図示している．

y∗level,i,d,t =ylevel,i,d,t −
∑

d∈Dfirst
ylevel,i,d,t

100

Dfirst = [2014.3.1 ∼ 2014.6.8],

∀d ∈ D = [2014.3.1 ∼ 2016.8.31]

(25)

まず，図–8の日推移をみると，石川県（とその一つ

上の富山県）において，北陸新幹線開業の時期を境に，

明確に一般化交通費用が減少したことが確認できる．一

方で，道南（道央の 3つ下）では北海道新幹線の効果

はほとんど見られない．これは，新幹線では時間距離

が依然長く航空サービスのシェアのほうが大きい状態

であるため，新幹線の開業は東京と道南地域間の一般

化交通費用はを大きく減らすほどの効果がなかったも

のと推測できる．

つぎに，図–9の日推移をみると，大きなイベントに

関連する日変化として大きく二つ読み取ることができ

る．一つ目が，北陸新幹線開業後に石川県において目

的地価値が大きくなった効果である．この効果は，北

陸新幹線開業後のおおよそ 1か月後に始まり，2016年

7月においても小さくなっているがおおむね持続的に継

続している効果である．ここで，式 (6)で示すように，

目的地価値はすべての居住地に対して共通である成分

を抽出したものである．そのため，北陸新幹線の開業

を境として，新幹線で直接接続されていた東京だけで

なく大阪など西日本を居住地とする人についても，石

川県を目的地とする旅行が増加したことを示している．
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図–8 東京を起点とする一般化旅行費用のレベル効果推移
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図–9 目的地価値のレベル効果推移

これは，北陸新幹線を機にした，石川県の旅行先とし

ての魅力度向上や広告効果といった影響であろうと考

えられる．

二つ目が，熊本地震発災以降の熊本における目的地

価値の増加である．これは，地震被害によってその復

旧・復興に向けた支援のために，日本各地から人が集

まったことを示している．このような効果が，徐々に

小さくなりながらも 7月まで継続していることが確認

できる．

5. おわりに

本研究では，携帯電話位置情報データを用いること

で得ることができる，時間解像度の高い多時点の都道

府県間 OD（居住地-滞在地）表の時間変動の分析方法

を提案した．具体的には，都市間旅行 OD表情報を目

的地価値と一般化交通費用という 2種類のパターンの

効果に分解したうえで，疎の時系列変化を状態空間モ

デルを用いて複数の周期的な変動と，カレンダーによ

る連休効果，レベル効果などの複数の時系列推移に分

解する方法を提案した．このような 2段階の分解を実

施することによって，様々な変動情報を含む都市間旅

行 OD表の時系列推移を，変動のパターンに応じて理

解することができる．

その上で，提案した方法を 2014年 3月から 2017年

8月までの日変動分析に適用した結果，都市間旅行OD

表情報の大半を目的地価値と一般化交通費用の 2種類

で把握することができることを明らかにした．そして，

それらの指標を状態空間モデルを用いて複数の時間変

動パターンに分解した結果，熊本地震による影響（県

外からの支援行動の時間推移）や，北陸新幹線開業に

よる効果を抽出することに成功した．とくに，北陸新

幹線においては新幹線を利用するような ODペアにお

ける増加だけでなく，西日本などの日本全地域からも

石川県への旅行行動が増加するような変化があること

を明らかにした．

しかし，分散パラメータの推定方法や複数の指標間

での変動の相関関係といった，モデル・方法論におけ
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る複数の課題が残されている状態であり，今後も検討・

研究を継続してゆく予定である．
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